
自
主
的
な
防
火
防
災
活
動
と
災
害
に
強
い
地
域
づ
く
り 

 

255 

第 

４ 

章 

 

第 1 節   自主的な防火防災活動と災害に強い地域づくり 

 

 

 

防火防災意識の高揚 

 

平成 28年中の火災を出火経過別にみた場合に、全

体の 69.1％を失火が占めており、また、危険物に係

る火災の半数以上が人的要因によって発生している。

自然災害についても、地震や風水害発生時における

避難及び二次災害の防止は、住民の日頃の備えや災

害時の適切な行動が基本となることは言うまでもな

い。災害に強い安全な地域社会の構築には、国民の

防火防災意識の高揚が非常に重要となる。 

このような観点から、消防庁では、「防災とボラ

ンティア週間」（１月 15日～21日）、「全国火災予

防運動」（春季：３月１日～７日、秋季：11月９日

～15日）、「危険物安全週間」（６月第２週）、「防

災週間」（８月 30 日～９月５日）、「119 番の日」

（11月９日）などの機会をとらえて、啓発活動等を

行っている。また、安全功労者に対して総務大臣表

彰（毎年７月上旬）を行い、防災功労者に対して消

防庁長官表彰（随時実施）を行い、特に功労が顕著

な者について、内閣総理大臣表彰（それぞれ毎年７

月上旬、９月上旬）が行われている。 

今後とも、国民の防火防災に関する関心を喚起し、

意識の高揚を図っていく必要がある。 

 

１．全国火災予防運動等 

（１）全国火災予防運動 

近年、都市構造や建築構造、生活様式の変化等に

伴い、火災等の災害要因の多様化が進行している。

このような状況において、火災をはじめとする災害

の発生を未然に防止し、また、その被害を最小限に

するためには、国民の一人一人が日頃から防災の重

要性を深く認識するとともに、防火防災に対して十

分な備えをすることが最も重要である。このことか

ら、消防庁では、毎年２回、春と秋に全国火災予防

運動を実施することで、国民に対し防火防災意識の

高揚及び火災予防対策の実践を呼び掛けている。 

 

ア 秋季全国火災予防運動 

（平成 28年 11 月９日～11月 15 日） 

秋季全国火災予防運動は、火災が発生しやすい時

季を迎えるに当たり、火災予防思想の一層の普及を

図り、もって火災の発生を防止し、死傷事故や財産

の損失を防ぐことを目的として行われるもので、消

防庁では「消しましょう その火その時 その場所

で」を平成 28年度の全国統一防火標語に掲げ、各省

庁、各都道府県及び関係団体の協力の下に、「住宅

防火対策の推進」、「放火火災防止対策の推進」、

「特定防火対象物等における防火安全対策の徹底」、

「製品火災の発生防止に向けた取組の推進」、「多

数の者が集合する催しに対する火災予防指導等の徹

底」を重点目標として、各種広報媒体を通じて広報

活動を実施した。これと併せて、各地の消防機関に

おいても、予防運動の趣旨に基づき、各種イベント

や消防訓練の実施、住宅防火診断等様々な行事が行

われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋季火災予防運動ポスター 
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春季火災予防運動ポスター 

 

イ 春季全国火災予防運動 

  （平成 29年３月１日～３月７日） 

 平成 29年春季全国火災予防運動では、前年の秋季

全国火災予防運動と同一の全国統一防火標語の下に、

「住宅防火対策の推進」、「乾燥時及び強風時火災

発生防止対策の徹底」、「放火火災防止対策の推進」、

「特定防火対象物等における防火安全対策の徹底」、

「製品火災の発生防止に向けた取組の推進」、「多

数の者が集合する催しに対する火災予防指導等の徹

底」、「林野火災予防対策の推進」を重点目標とし

て、秋季同様、様々な行事が実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財防火デーポスター 

 

（２）文化財防火デー（１月 26日） 

 昭和 24年（1949 年）１月 26日の法隆寺金堂火災

を契機として、昭和 30 年（1955 年）以降、消防庁

と文化庁の共同主唱により、毎年１月 26日を「文化

財防火デー」と定め、全国的に文化財防火運動を展

開している。 

 また、この日を中心として、文化財の所有者及び

管理者により、管轄する消防本部の指導の下、重要

物件の搬出や消火、通報及び避難訓練などが積極的

に実施され、文化財の防火・防災対策が講じられて

いる。 

 

（３）全国山火事予防運動 

（平成 29年３月１日～３月７日） 

 全国山火事予防運動は、広く国民に山火事予防思

想の普及を図るとともに、予防活動をより効果的な

ものとするため、消防庁と林野庁の共同により、春

季全国火災予防運動と併せて同期間に実施している。 

平成 29 年の全国山火事予防運動では、「火の用心 

森から聞こえる ありがとう」を統一標語として、

ハイカー等の入山者、地域住民、小中学校生徒等を

重点対象とした啓発活動、駅、市町村の庁舎、登山

口等への警報旗の設置やポスター等の掲示、報道機

関等を通じた山火事予防思想の普及啓発、消防訓練

の実施や研究会の開催、地域住民、森林所有者等に

よる山火事予防組織と女性（婦人）防火クラブ等民

間防火組織が連携した予防活動等を通じ、林野火災

の未然防止を訴えた。 

 

（４）車両火災予防運動 

（平成 29年３月１日～３月７日） 

車両火災予防運動は、車両交通の関係者及び利用

者の火災予防思想の高揚を図り、もって車両火災を

予防し、安全な輸送を確保することを目的として、

消防庁と国土交通省が共同し、春季全国火災予防運

動と併せて同期間に実施している。平成 29年の車両

火災予防運動では、車両カバーにおける防炎製品の

使用を推進し、放火火災防止対策を図るとともに、

駅舎及びトンネルの防火安全対策の徹底として、初

期消火、通報及び避難などの消防訓練の実施及び設

置されている消防用設備等の点検整備の推進を実施

した。 
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（５）消防記念日（３月７日） 

 昭和 23 年（1948 年）３月７日に「消防組織法」

が施行され、我が国の消防は、市町村消防を原則と

する今日の「自治体消防」として誕生した。そして、

同法が施行されて２周年を迎えた昭和 25 年（1950

年）、広く消防関係職員及び住民の方々に「自らの地

域を自らの手で火災その他の災害から守る」という

ことへの理解と認識を深めていただくため「消防記

念日」が制定された。 

消防記念日である３月７日は、例年春季全国火災

予防運動（毎年３月１日～３月７日）の最終日とな

っており、全国の消防本部等において、消防訓練、

記念式典や消防防災功労者に対する表彰など、様々

な行事が行われている。 

 また、来る平成 30年３月７日をもって「消防組織

法」が施行されて 70周年を迎えることから、これを

記念して消防記念日当日に自治体消防制度 70 周年

記念式典を実施することとしている。また、式典に

先立ち、気運の醸成を図るため、「自治体消防 70周

年記念シンボルマーク」を作成し、平成 29年８月 27

日には、プロ野球始球式を通じた自治体消防制度 70

周年記念事業として、消防庁長官等によるパレード

に続き、野田総務大臣によるプロ野球始球式を行っ

た。そのほか、毎年春に実施していた火災予防コン

サートとは別に、11月８日には、横浜市消防音楽隊

及び東京消防庁音楽隊の協力の下、秋の火災予防コ

ンサートを実施するなど、記念事業を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体消防 70周年記念シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロ野球始球式において投球する野田総務大臣(中央) 
 

 

横断幕を掲げてパレードする消防庁長官 
(前列左側から３番目) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋の火災予防コンサート 
（横浜市消防音楽隊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
秋の火災予防コンサート 
（東京消防庁音楽隊） 
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【消防制度の変遷】 

明治元年（1868 年）、明治新政府は「武家火消」

に代わる「火災防御隊」という定火消の役員等で編

成される組織を誕生させた。さらに、明治５年

（1872 年）に「町火消」を「消防組」と改め、組

織改編を行った。 

また、明治７年（1874 年）に、消防組員に対し

て、旧来の鳶人足という古い概念を打破するととも

に、規律を正して進退賞罰を明らかにし、服務の心

得を説くために、消防人のあり方を示した「消防章

程」を制定した。 

そして、明治 13 年（1880 年）には、消防事務

は内務省警視局のもとに創設された消防本部の所管

となり、今日の消防吏員にあたる消防職員（官）が

採用されることとなった。この時、併せて「消防本

部職制度」も制定されることとなり、ここに我が国

初の公設消防機関が誕生した。 

 

【消防機器の変遷】 

明治期には、それまでの我が国では見ることのな

かった優れた消防機器が、西洋から我が国に登場し

てくる。消防ポンプや救助はしご車等がその例であ

る。 

消防ポンプを最初に輸入したのは、明治３年

（1870 年）であった。東京府がイギリスから腕用

ポンプ４台と蒸気ポンプ１台を輸入している。明治

９年（1876 年）から開始された腕用ポンプの国産

化と並行して蒸気ポンプの輸入も進み、明治 22 年

（1889 年）には東京市内に８台設置されている。

なお、蒸気ポンプの国産化に成功したのは明治 32

年（1899 年）のことであり、その後、徐々に全国

的に普及していき、明治後期から大正初期にかけて

大いに活躍した。 

一方、我が国初のはしご車は、明治 36 年（1903

年）にドイツからの輸入品であった。はしご部分が

木鉄混合製の三連になっており、はしごの長さは

18ｍ、２頭の馬で引くというものであったという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腕用ポンプ（東京消防庁提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蒸気ポンプ（東京消防庁提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救助はしご車（東京消防庁提供） 

 

 

 

 

明治時代と公設消防制度のはじまり 
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２．危険物安全週間 

危険物に係る火災及び流出事故の合計件数は近年

高い水準で推移しており、それらの事故原因をみる

と、維持管理や操作確認が不十分であるなど人的要

因によるものが多くなっている。 

こうした事故を未然に防止するために、消防庁で

は、平成２年度（1990 年度）以降、毎年６月の第２

週を「危険物安全週間」とし、危険物関係事業所に

おける自主保安体制の確立を呼び掛けるとともに、

家庭や職場における危険物の取扱いに対する安全意

識の高揚及び啓発を図っている。具体的には、各都

道府県、関係団体等と協力して、推進標語の募集や

推進ポスターの作成をはじめとする広報活動を行っ

ているほか、危険物の安全管理の推進や危険物の保

安に功績のあった個人、団体及び事業所に対し表彰

を行っている。 

平成29年度の危険物安全週間（６月４日～10日）

では「あなたなら 無事故の着地 決められる！」

を推進標語として全国的な広報・啓発運動を展開し

たほか、危険物の保安に功績があった者を表彰した。

また、各地域においては、危険物関係事業所の従業

員や消防職員を対象とした講演会や研修会が開催さ

れたほか、消防機関による危険物施設を対象とした

立入検査や自衛消防組織等と連携した火災等を想定

した訓練などが行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度危険物安全週間推進ポスター 

３．防災知識の普及啓発 

我が国は繰り返し地震や風水害等の災害に見舞わ

れており、こうした災害は日本のどこでも発生する

可能性がある。災害による被害を最小限に食い止め

るためには、国、地方公共団体が一体となって防災

対策を推進するとともに、国民一人一人が、出火防

止、初期消火、避難、救助、応急救護等の防災に関

する知識や技術を身に付け、日頃から家庭での水・

食料等の備蓄、家具の転倒防止、早めの避難等の自

主防災を心掛けることが極めて重要である。また、

防災のための講習会や防災訓練に積極的に参加し、

地域ぐるみ、事業所ぐるみの防災体制を確立してい

くことが災害時の被害軽減につながる。 

このため、政府は、大正 12 年（1923 年）に関東

大震災が発生した９月１日を「防災の日」、毎年８月

30 日から９月５日までを「防災週間」、安政南海地

震（安政元年（1854 年））が発生した 11月５日を「津

波防災の日」、平成７年（1995 年）に阪神・淡路大震

災が発生した１月 17 日を「防災とボランティアの

日」、毎年１月 15日から 21日までを「防災とボラン

ティア週間」とそれぞれ定めて、国民の防災意識の

高揚を図っている。とりわけ、「防災週間」では政府

や地方公共団体から地域の自主防災組織に至るまで

大小様々な規模で防災訓練等を中心とした行事が行

われ、また「防災とボランティア週間」では、全国

各地で防災写真展や防災講習会、消火・救助等の防

災訓練等の事業が実施されている。 

消防庁においては、インターネット等の広報媒体

を通した防災知識の普及啓発を行うとともに、地方

公共団体においては、各種啓発行事の実施、自主防

災組織の育成などを通じて、住民、事業所等に対す

る防災知識の普及啓発に努めている。 

 

住民等の自主防災活動 

 

１．コミュニティにおける自主防災活動 

（１）コミュニティにおける自主防災活動の促進 

防災体制の強化については、常備消防をはじめと

する防災関係機関による体制整備が必要であること

は言うまでもないが、住民によるコミュニティにお

ける自主防災活動を促進し、地域ぐるみの防災体制
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を確立することも重要である。 

特に、大規模災害時には、道路、橋りょう等は損

壊し、電話、電気、ガス、水道等のライフラインが

寸断され、常備消防をはじめとする防災関係機関等

の災害対応に支障を来すことが考えられる。また、

広域的な応援態勢の確立には更に時間を要する場合

も考えられる。このような状況下では、地域住民一

人一人が「自分たちの地域は自分たちで守る」とい

う固い信念と連帯意識の下に、組織的に出火の防止、

初期消火、情報の収集・伝達、避難誘導、被災者の

救出・救護、応急手当、給食・給水等の自主的な防

災活動を行うことが必要である。 

阪神・淡路大震災においては、地域住民が協力し

合って初期消火を行い、延焼を防止した事例や、救

助作業を行い、人命を救った事例等が数多くみられ

た（第 4-1図）。また、東日本大震災においても、地

域における自主的な防災活動の重要性が改めて認識

され、自主防災組織の結成促進や活動活性化の取組

が各地で行われているところである。全国における

自主的な防災組織による活動カバー率（全世帯数の

うち、自主防災組織の活動範囲に含まれている地域

の世帯数の割合）は増加傾向が続いている（第 4-2

図）。 

このような自主防災活動が効果的かつ組織的に行

われるためには、地域ごとに自主防災組織を整備し、

平常時から、災害時における情報収集伝達・警戒避

難体制の確立、防災用資機材の備蓄等を進めるとと

もに、大規模な災害を想定した防災訓練を積み重ね

ていくことが必要である。 

 

第 4-1 図 生き埋めや閉じ込められた際の救助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-2 図 自主防災組織の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133,344

139,316

142,759

146,396

150,512

153,600

156,840

159,967

161,847 

164,195

71.7
73.5 74.4 75.8 77.4 77.9 80.0 81.0 81.7 82.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

組織数 組織による活動カバー率（％）組織数

（備考） 「消防防災・震災対策現況調査」により作成

（年）

活動カバー率（％）

（各年４月１日現在）

0.9

1.7

2.6

28.1

31.9

34.9

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他

救助隊に

通行人に

友人に・隣人に

家族に

自力で

（％）

約98％

(平成８年（1996年）11月) 

（出典）社団法人 日本火災学会「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」（標本調査、神戸市内） 
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また、地域の防火防災意識の高揚を図るためには、

地域の自主防災組織の育成とともに、女性（婦人）

防火クラブ、少年消防クラブ、幼年消防クラブ等の

育成強化を図ることも重要である。さらに、防災関

係機関をはじめ、消防団、自主防災組織、女性（婦

人）防火クラブ、事業所、各種団体等、地域防災の

担い手同士が相互に連携することが、防災力の向上

につながる。 

 

（２）自主防災組織等 

ア 地域の自主防災活動 

自主防災組織は地域住民の連帯意識に基づき自主

防災活動を行う組織で、平常時においては、防災訓

練の実施、防災知識の普及啓発、防災巡視、資機材

等の共同購入等を行っており、災害時においては、

初期消火、避難誘導、救出・救護、情報の収集・伝

達、給食・給水、災害危険箇所等の巡視等を行うこ

ととしている。 

平成 29 年４月１日現在では、全国 1,741 市町村

のうち 1,679 市町村で 16 万 4,195 の自主防災組織

が設置されており、活動カバー率は 82.7％となって

いる（第 4-2図、附属資料 4-1）。これらの自主防災

組織を育成するために、平成 28 年度は 983 市町村

において、資機材購入及び運営費等に対する補助が

行われており、また、252 市町村において、資機材等

の現物支給が行われている。これらに要した経費は

平成 28年度で合計 44億 4,290 万円となっている。 

自主防災組織の活性化のためには、各自主防災組

織間の協調・交流や行政・企業・教育その他の分野

との連携が重要であり、自主防災組織が相互の活動

内容を知り、連絡を取り合うための都道府県単位・

市町村単位及び地区単位の連絡協議会の設置が非常

に有効であることから、消防庁として設置の促進を

支援している。 

なお、防災訓練においては住民の事故が起こらな

いか、細心の注意が払われているが、万一にも住民

の事故が起きてしまった場合には、防火防災訓練災

害補償等共済制度が活用されることとなっている。 

 

イ 女性（婦人）防火クラブ 

家庭での火災予防の知識の修得、地域全体の防火

意識の高揚等を目的として組織されている女性（婦

人）防火クラブは、平成 29年４月１日現在、8,407

団体、約 129 万人が活動している。災害時には、お

互いに協力して活動できる体制を整え、安心・安全

な地域社会をつくるため、各家庭の防火診断、初期

消火訓練、防火防災意識の啓発等、地域の実情や特

性に応じた防火活動を行っている。 

また、女性（婦人）防火クラブの団体相互の交流、

活動内容の情報交換、研修等を実施し、活動内容の

充実強化につなげるため、平成 29年４月１日現在、

43 道府県において道府県単位での連絡協議会が設

置されている。 

東日本大震災においても、避難所における炊き出

し支援や、被災地への義援金・支援物資の提供等の

支援活動が行われた。 

 

ウ 少年消防クラブ 

少年消防クラブは、10 歳以上 18 歳以下の少年少

女が災害、防火・防災について学ぶ組織であり、平

成 29年５月１日現在のクラブ数は、4,647 団体、約

42万人となっている。その活動は、将来の地域防災

の担い手を育成する基盤的な活動として期待されて

おり、少年消防クラブの発足当初は、火災予防の普

及徹底を目的とした学習、研究発表、ポスター作成、

校内点検、火災予防運動などの活動が主であったが、

近年では消火訓練、避難訓練、救急訓練などの実践

的な活動に向けた取組のほか、防災タウンウォッチ

ングや防災マップづくりなど身近な防災の視点を取

り入れた活動も多く行われている。 

消防庁では、将来の地域防災の担い手育成を図る

ため、消防の実践的な活動を取り入れた訓練等を通

じて他地域の少年消防クラブ員と親交を深めるとと

もに、消防団等から被災経験、災害教訓、災害への

備えなどについて学ぶ「少年消防クラブ交流会」を

平成 24年度から開催している。 

 

エ 幼年消防クラブ 

児童・園児を中心とした幼年消防クラブは、幼年

期において、正しい火の取扱いについてのしつけを

行い、消防の仕事を理解してもらうことにより、火

遊び等による火災発生の減少を図るためのものであ

り、近い将来、少年・少女を中心とした防災活動に

参加できる素地をつくるため、９歳以下の児童（主

に幼稚園、保育園の園児など）を対象として編成さ

れ、消防機関等の指導の下に組織の育成が進められ

ている。 

なお、平成 29 年５月１日現在の組織数は、１万
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3,621 団体、約 117 万人となっている。 

 

２．事業所の自主防災体制 

事業所では、自らの施設における災害を予防する

ための自主防災体制がとられており、平成 29年４月

１日現在、全国の事業所において設置されている自

衛消防組織等の防災組織は 108万 6,898 組織となっ

ている（自衛消防組織については P.81 参照）。 

事業所の防災組織は、本来自らの施設を守るため

に設けられているものであるが、地震などの大規模

災害が発生した際に、自主的に地域社会の一員とし

て防災活動に参加・協力できる体制の構築が図られ

れば、地域防災力の充実強化に大きな効果をもたら

すものと考えられる。 

阪神・淡路大震災では、事業所の自衛消防隊員が

地域の消火活動に出動し、住民と協力して火災の拡

大を食い止めたほか、事業所の体育館が避難所とし

て提供された。また、東日本大震災では、行政との

協定に基づき、事業所が物資の提供を行った。 

このように、事業所の協力が自然災害や大規模事

故、テロ災害等への対応力の強化につながることを

踏まえ、全国各地において、地方公共団体と事業所

との間で災害時の救出救護や物資提供等に関する協

定が締結されている。 

また、多くの事業所の防災組織が、自主防災組織

等の地域の組織と協定を結ぶなどして地域の防災活

動に協力している。地域の組織と協力関係を定めて

いる事業所の防災組織は、平成 29年４月１日現在で

6,272 組織となっている。 

 

３．災害時等のボランティア活動 

被災地における様々なニーズに合わせた柔軟な対

応を行う上で、ボランティア活動が非常に重要な役

割を担っていることが、阪神・淡路大震災において

改めて認識された。平成７年（1995 年）12月に改正

された災害対策基本法では、ボランティアの活動環

境の整備が防災上の配慮事項として新たに位置付け

られた。また、防災関係機関をはじめ、広く国民が、

災害時におけるボランティア活動や自主防災活動に

ついての認識を深めるとともに、災害への備えの充

実強化を促進するために、「防災とボランティアの日」

（１月 17日）、「防災とボランティア週間」（１月 15

日から 21日まで）が創設されている。 

阪神・淡路大震災以降も、全国で地震や風水害な

どの大きな災害が発生しているが、こうした災害に

おいて近隣や全国から数多くのボランティアが集ま

り、被災した家屋の片付け、風水害で流れ込んだ泥

のかき出し、避難所での手伝い、被災者や子供の話

し相手、生活再建支援、町おこし・村おこし等の復

旧・復興に関する支援活動が展開されている。 

東日本大震災においても、泥かきや物資の仕分け、

子供の遊びや学習支援、高齢者への傾聴、外国語や

手話の通訳、栄養指導、カウンセリング等、ボラン

ティアによる幅広い支援活動が行われた。 

また、大規模災害時等の混乱の中でもボランティ

ア活動が円滑に行われるよう、平成 11年度（1999 年

度）から、地方公共団体によるボランティアの活動

環境整備の促進を目的として、消防庁、都道府県、

政令指定都市等で構成する「災害ボランティア等の

活動環境整備に関する研修会」を年１回開催してい

る。この研修会では、毎年、地方公共団体における

災害ボランティアに関する取組事例等の紹介や有識

者による講演等を通して、都道府県・政令指定都市

の担当者間で災害ボランティアの活動環境の向上の

ための情報共有を行っている。 

このほか、特定非営利活動法人日本防災士機構が

認証する防災士も、自主防災組織に積極的に参画し、

防災知識の普及等の防災活動を行うなど、地域防災

力の向上に努めている。 

 

災害に強い安全なまちづくり 

 

１．防災基盤等の整備 

（１）公共施設等の耐震化 

消防庁では、地震等の大規模な災害が発生した場

合においても、災害対策の拠点となる施設等の安全

性を確保し、もって被害の軽減及び住民の安全を確

保できるよう防災機能の向上を図るため、「災害に強

い安全なまちづくり」の一環として、公共施設等耐

震化事業により、 

〔１〕避難場所・避難所となる公共・公用施設（学

校や体育館など） 

〔２〕災害対策の拠点となる公共・公用施設（都道

府県、市町村の庁舎や消防署など） 
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〔３〕不特定多数の住民が利用する公共施設（文

化・スポーツ施設、道路橋りょう、交通安全

施設など） 

〔４〕社会福祉事業の用に供する公共施設 

の耐震化を推進している。 

消防庁では、地方公共団体が公共施設の耐震化を

進める上での参考として「防災拠点となる公共施設

の耐震化促進資料（耐震化促進ナビ）」を作成し、全

ての地方公共団体へ配付するとともに、消防庁ホー

ムページ（参照URL：http://www.fdma.go.jp/neuter/ 

topics/taishin/index-j.html）において公表してい

る。 

さらに、初動対応の要となる都道府県、市町村の

庁舎等の耐震率の向上や家具転倒防止等自主防災の

推進などに取り組んでいる。 

 

（２）防災施設等の整備  

災害に強い地域づくりを推進するためには、消防

防災の対応力の向上に資する施設等の整備が必要で

あり、消防庁では、消防防災施設整備費補助金や防

災対策事業等により、防災施設等の整備を促進して

いる。 

地震や豪雨による災害では、市町村の災害対策本

部機能の喪失又は著しい低下等が見られたことから、

消防庁では、非常用電源の整備、多様な手段による

速やかな被害情報収集手段の確保を地方公共団体に

要請している。 

 

（３）防災拠点の整備  

大規模災害対策の充実を図る上で、住民の避難場

所・避難所又は防災活動の拠点を確保することは非

常に重要であり、想定される災害応急活動の内容等

に応じた機能を複合的に有する「防災拠点」として

整備していくことが必要である。 

このため、平常時には防災に関する研修・訓練の

場等となり、災害時には、防災活動のベースキャン

プや住民の避難場所・避難所となる防災拠点の整備

が必要である。消防庁では、防災基盤整備事業等に

より地方公共団体における防災拠点の整備を促進し

ている。 

 

第 4-3 図 防災拠点となる公共施設等の耐震化の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86,006(47.2％) 96,331(52.8％)

77,635(90.3％) 8,371
(9.7％)

25,333(32.6％) 46,399(59.8％) 5,903
(7.6％)

96,331(52.8％) 25,333
(13.9％) 46,399(25.4％) 14,274

(7.8％)

〈建築年次〉
昭和56年以前建築の棟数 昭和57年以降建築の棟数

耐震診断実施

耐震性有 改修済 改修未定

昭和57年以降建築 耐震性有 改修済 改修未定

92.2％

耐震診断未実施

〈耐震診断実施結果と耐震改修の現状（耐震診断実施）〉

〈耐震率〉

（平成28年度末）

(182,337棟)

(86,006棟)

(77,635棟)

(182,337棟)

〈耐震診断実施率（昭和56年以前建築)〉




